
令和4年3月31日現在 人口 64,303 人

世帯数 28,120 世帯

令和4年9月30日現在 人口 64,174 人

世帯数 28,319 世帯

※　資料中、各項目を四捨五入していますので、合計と内訳が一致しない場合があります。
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　令和3年度の各会計の決算は、次のとおりとなりました。

（単位：百万円）

収入
　　　　Ａ

支出
　　　　Ｂ

差引
Ｃ（Ａ－Ｂ）

翌年度への
繰越財源　Ｄ

実質収支
Ｃ－Ｄ

繰上充用
額　　　Ｅ

36,272 34,318 1,954 111 1,843

9,359 8,703 656 0 656

989 988 1 0 1

8,006 7,764 242 0 242

39 37 2 0 2

18,393 17,492 901 0 901 0

54,665 51,810 2,855 111 2,744 0

収入　A 支出　B
差引

C（A－B）
補てん財源

D

収益的収支 738 707 31

資本的収支 771 1,172 △ 401 401

収益的収支 1,421 1,388 33

資本的収支 546 1,171 △ 625 625

収益的収支 369 362 7

資本的収支 491 599 △ 108 108

49,160 35,699
21,441 15,856

5,972,660 4,818,135
4,751,458 3,584,759

497,722 401,511
395,955 298,730

79.55 74.40

6,893
2,827

577,450
577,450
48,121
48,121
100.00

令和3年度　決算の概要

　一般会計では、収入が362億7,218万円（前年度比12.2％減）、支出は343億1,824万円（前年度比14.3％減）で、
令和4年度への繰越財源を差し引いた実質的な収支では、18億4,324万円の黒字となっています。

区分

一般会計

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険 事 業

浄 化 槽 整 備 事 業

計

総　計

企
業
会
計

区分

水道事業

下水道事業

農業集落
排水事業

※水道事業会計、下水道事業会計、農業集落排水事業会計の資本的収支における差引Ｃの不足額について
は、当年度分損益勘定留保資金等より補てんしています。

水道事業 下水道事業
年 度 末 給 水 人 口 （ 人 ） 処 理 区 域 内 人 口 （ 人 ）
年 度 末 給 水 戸 数 （ 戸 ） 処 理 区 域 内 戸 数 （ 戸 ）
年 間 配 水 量 （ ㎥ ） 年間汚水処理水量（㎥）
年 間 給 水 量 （ ㎥ ） 年 間 有 収 水 量 （ ㎥ ）
月 平 均 配 水 量 （ ㎥ ） 月平均汚水処理量（㎥）
月 平 均 給 水 量 （ ㎥ ） 月 平 均 有 収 水 量 （ ㎥ ）
有 収 率 （ ％ ） 有 収 率 （ ％ ）

農業集落排水事業
処 理 区 域 内 人 口 （ 人 ）
処 理 区 域 内 戸 数 （ 戸 ）
年間汚水処理水量（㎥）
年 間 有 収 水 量 （ ㎥ ）
月平均汚水処理量（㎥）
月 平 均 有 収 水 量 （ ㎥ ）
有 収 率 （ ％ ）
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令和3年度　一般会計の歳入状況

前年対比

市税
分担金及び
負担金等

その他 地方交付税 地方譲与税等 国庫支出金 県支出金 市債 計

令和2年度 6,931 512 4,032 9,669 1,846 12,716 2,828 2,761 41,295
令和3年度 7,110 492 3,332 10,312 2,141 7,578 2,955 2,352 36,272
前年比 2.6% △3.9% △17.4% 6.7% 16.0% △40.4% 4.5% △14.8% △12.2%

主な要因としては次のとおりです。

前年度増減額 伸び率

643 6.6%

236 26.8%

前年度増減額 伸び率

△ 5,138 △40.4%

△ 907 △61.4%

寄 附 金 ふるさと寄附金＋242百万円　等

増
収

減
収

費目 主な要因

国 庫 支 出 金 特別定額給付金給付事業△6,599百万円　等

繰 入 金
財政調整基金繰入金△468百万円、減債基金繰入金△300百万
円、社会福祉振興基金繰入金△300百万円　等

　歳入とは、市に入ってくるお金のことで、その性格から自主財源と依存財源に分けられます。
　【自主財源】とは、市が独自に集められるお金のことで、皆さんが納められる市税の他に、施設の使用料や
各種負担金等があります。
　【依存財源】とは、国や県から割り当てられる地方交付税や各種交付金、市債（市の借金）等があります。

　自主財源が多いほど、市の事業の自主性と安定性が保たれます。令和3年度の玉名市の歳入総額に対す
る自主財源の比率は30.1％でした。

令和3年度歳入内訳（単位：百万円）

令和3年度歳入総額は362億7千2百万円で、前年度に比べ50億2千3百万円の減収（△12.2％）となっています。

費目 主な要因

地 方 交 付 税 普通交付税＋568百万円　等

 

自主財源

30.1%

依存財源

69.9%

市税

7,110 

19.6%

分担金及び負担金等

492 

1.4%
その他

3,332 

9.2%

地方交付税

10,312 

28.4%

地方譲与税等

2,141 

5.9%

国庫支出金

7,578 

20.9%

県支出金

2,955 

8.1%

市債

2,352 

6.5%

●その他の内訳

総 額

百万円

36,272

財産収入 67
寄付金 1,120
繰入金 570
繰越金 1,281
諸収入 294
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令和3年度　市税収入の状況　(1)

○市民1人当たり税負担額（市税計から法人市民税を除いて計算しています)
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

6,363 6,525 6,486 6,743

66,319 65,817 65,189 64,303

95,945 99,139 99,495 104,863

○徴収率の推移 （単位：％）

平成30年度
伸び率 伸び率 伸び率

98.9 99.1 0.2 98.4 △ 0.7 98.8 0.4

20.3 24.1 3.8 22.3 △ 1.8 33.5 11.2

95.3 95.7 0.4 95.3 △ 0.4 96.0 0.7

令和元年度 令和2年度 令和3年度

現年分

滞納分

計

市税計（百万円）

人口（人）

1人当たり負担額（円）

区          分

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

852 861 825 840

2,924 3,105 3,080 3,334

572 591 445 367

2,587 2,559 2,581 2,569
個人市民税

法人市民税

固定資産税

その他の税

市税収入額の推移（百万円）

個人市民税

2,569

36.1%

法人市民税

367

5.2%
固定資産税

3,334

46.9%

軽自動車税

259

3.6%

たばこ税

424

6.0%

入湯税

7

0.1%

都市計画税

150

2.1%

単位：百万円

6,935

市税収入の内訳

市税総収入額 71億1千万円

単位：百万円

7,116 6,931 7,110
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令和3年度　一般会計目的別歳出の状況

前年対比

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費
農林水
産業費

商工費 土木費 消防費 教育費 災害復旧費 公債費 計

令和2年度 221 10,666 12,388 2,340 0 1,821 1,061 2,977 1,036 3,411 250 3,852 40,023

令和3年度 225 3,891 13,854 3,003 0 1,893 798 2,585 1,248 2,941 91 3,789 34,318

前年比 1.8% △63.5% 11.8% 28.3% 0.0% 4.0% △24.8% △13.2% 20.5% △13.8% △63.6% △1.6% △14.3%

主な要因としては次のとおりです。

28.3% 新型コロナウイルスワクチン接種事業＋615百万円　等

　歳出(市が使ったお金）は、その使いみちから、目的別と性質別に分かれます。
　目的別は、議会、民生(老人・児童福祉等）、農林水産業、土木、教育などその使う目的毎に分類されます。

令和3年度目的別決算の内訳（単位：百万円）

令和3年度支出総額は343億1千8百万円で、前年度に比べ57億5百万円（△14.3％）の減額となっています。

費目 前年度増減額 伸び率 主な要因

△ 470 △13.8%
校内通信ネットワーク整備事業△244百万円、情報教育推進
事業△347百万円　等

増
額
の
内
容

民 生 費 1,467 11.8%
子育て世帯等臨時特別給付金支給事業＋980百万円、住民
税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業＋721百万円　等

衛 生 費 622

費目 前年度増減額 伸び率 主な要因

減
額
の
内
容

総 務 費 △ 6,775 △63.5% 特別定額給付金給付事業△6,599百万円　等

教 育 費

総 額

百万円

 

議会費

225

0.7%

総務費

3,891

11.3%

民生費

13,854

40.4%

[分類名]

[値]

8.7%

農林水産業費

1,893

5.5%

商工費

798

2.3%

土木費

2,585

7.5%

消防費

1,248

3.6%

教育費

2,941

8.6%

災害復旧費

91

0.3% [分類名]

[値]

11.1%

34,318

総 額

百万円

 ４



令和3年度　一般会計性質別歳出の状況

前年対比

人件費 扶助費 公債費
普通建設
事業費

災害復旧費 物件費
維持補
修費

補助費等 繰出金 貸付金 積立金

令和2年度 4,377 7,323 3,852 4,065 250 4,308 495 11,275 3,235 96 747 40,023

令和3年度 4,391 8,897 3,789 3,663 91 4,675 497 4,472 3,273 86 484 34,318

前年比 0.3% 21.5% △1.6% △9.9% △63.6% 8.5% 0.4% △60.3% 1.2% △10.4% △35.2% △14.3%

義務的経費49.8%　　　義務的経費には、人件費、公債費、扶助費があり、総額で170億7千7百万円となっています。
増加した主なものは扶助費で、子育て世帯等臨時特別給付金支給事業等の実施によるものです。

投資的経費10.9%　　　投資的経費減少の主な要因は、普通建設事業費のうち岱明玉名線道路新設改良事業や校
内通信ネットワーク整備工事、総合体育館照明空調改修工事の減少によるものです。

その他の経費39.3%　　その他の経費は前年度と比較して大きく減少しました。主な要因は、補助費等の減で、1人あ
たり10万円を給付した特別定額給付金が終了したことによるものです。また、増加した経費は物件費で、新型コロナ
ウイルスワクチン接種事業によるものです。

　歳出は、性質別に次の3つの経費に大別されます。
①支出が義務付けられ、容易に削減できない義務的経費
②道路や学校整備事業など生活水準を高める普通建設事業と災害復旧事業をあわせた投資的経費
③国民健康保険や介護保険等への繰出金、消防などへの負担金等の補助費や積立金等からなるその他の経費

義務的経費 投資的経費 その他の経費
計

令和3年度性質別決算の内訳（単位：百万円）

義務的経費

49.8%
その他

39.3%

投資的経費

10.9%

人件費

4,391

12.8%

扶助費

8,897

25.9%

[分類名]

[値]

11.1%

[分類名]

[値]

13.7%

維持補修費

497

1.4%

補助費等

4,472

13.0%

繰出金

3,273

9.5%

投資･出資･貸付金

86

0.3%

積立金

484

1.4%

[分類名]

[値]

10.6%

災害復旧事業費

91

0.3%

3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

10,000
11,000
12,000
13,000
14,000
15,000
16,000
17,000
18,000
19,000
20,000
21,000
22,000

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

人件費 4,235 4,399 4,377 4,391

扶助費 6,918 7,250 7,323 8,897

公債費 3,560 3,727 3,852 3,789

投資的経費 6,903 6,860 4,315 3,754

その他の経費 11,049 11,709 20,156 13,487

■主な経費の推移(単位：百万円）

総 額

百万円

34,318 
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令和3年度　市債・基金の状況（1）

○市債の状況

　一般会計の市債残高は下表のとおり推移しています。

　市債とは、長期的な計画に基づいて多額の経費を要する建設事業や臨時的な災害復旧費に充てるために行う
長期の借入金です。このため、借り入れに当たっては、事業の利益が市民に還元されるものに限るとともに長期の
財政運営見通しの計画の下に行っています。
　令和3年度末の市債の残高は次のグラフのとおりです。

▽市債：道路や公園の整備、公営住宅建設、社会福祉施設や学校施設の建設など、社会資本の充実を目的
として実施するさまざまな公共事業の財源とするため借り入れたお金。

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般会計

33,000

特別会計

91

水道事業会計

3,843
下水道事業会計

7,182
農業集落排水事業会計

2,129

令和3年度末市債残高 単位：百万円

(うち臨時財政対策債 10,648 )

462億4千5百万円

浄化槽整備 91

33,742

34,582

35,204

34,286

33,000

31,500

32,000

32,500

33,000

33,500

34,000

34,500

35,000

35,500

H29 H30 R元 R2 R3

市債残高（一般会計）の推移

市債残高（百万円）
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令和3年度　市債・基金の状況（2）

○基金の状況

　基金とは、市が積み立てる貯金のことで、特定の目的のために使われます。

○各基金の動向
（単位：百万円）

増減 増減

財政調整基金 年度間の財源の不均衡を調整するため 5,257 5,072 △ 185 5,175 103

減債基金 地方債の償還に必要な財源を確保するため 1,089 794 △ 295 801 7

市有施設整備基金 市有施設の整備のため 709 709 0 709 0

社会福祉振興基金 高齢者及び障がい者施策のため 783 487 △ 296 492 5

人材育成基金 人材育成のため 105 106 1 107 1

文化振興整備基金 文化の振興及び文化財の整備推進のため 55 55 0 55 0

ふるさと水と土基金
土地改良施設の機能を適正に発揮させるための集落共
同活動の強化に対する支援のため 41 41 0 41 0

教育振興特別基金 学資金の給付を目的とした寄附金の管理・運用のため 8 6 △ 2 4 △ 2

地域振興基金 市民の連帯の強化または地域振興のため 431 391 △ 40 351 △ 40

森林環境譲与税基金 森林の整備及びその促進のため 3 9 6 10 1

学校教育施設整備基金 学校教育施設の整備のため 5 12 7 15 3

教育振興基金 教育振興のため 100 100 0 101 1

新型コロナウイルス感染症対策に係
る金融円滑化特別資金利子補給金
基金

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた商工業振興の
ため 100 100 50 △ 50

九州新幹線渇水等被害対策基金
九州新幹線渇水等被害対策農業用水施設の建設及び維
持管理のため 578 578 563 △ 15

8,586 8,460 △ 126 8,474 14

奨学基金 経済的理由により就学困難な者に学資金を貸与するため 109 109 0 109 0

介護給付準備基金 介護保険財政運営のため 373 396 23 443 47

九州新幹線渇水等被害対策基金
九州新幹線渇水等被害対策農業用水施設の建設及び維
持管理のため 588 0 △ 588

1,070 505 △ 565 552 47

9,656 8,965 △ 691 9,026 61

※九州新幹線渇水等被害対策基金は、令和2年度末をもって積立基金へ移行。

令和元年度
末現在高

令和2年度末現在高 令和3年度末現在高
基金の名称

積
立
基
金

そ
の
他
の
基
金

積立基金　計

その他の基金　計

合計

基金設置の目的

特
定
目
的

特
定
目
的

▽積立基金：基金のうち、奨学基金、介護給付準備基金を除く基金です。

 

一般会計財政調整基金

5,175

減債基金 801 

市有施設整備基金 709 社会福祉振興基金 492 

教育振興基金 101 

教育振興特別基金 4 

森林環境譲与税基金 10 
ふるさと・水と土保全基金

41 
文化振興整備基金 55 

奨学基金 109 

人材育成基金 107 

九州新幹線渇水等被害対

策基金 578

介護給付費準備基金 443 

地域振興基金 351 

学校教育施設整備基金 15 

新型コロナウイルス感染症

対策利子補給金基金 50 

その他 1,849 

令和3年度末基金残高 90億2千6百万円
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令和3年度　地方消費税の使途

（単位：千円）

地方消費税収入
額（引上げ分）

122,217 5,294,420 854,070

地方単独事業分の内訳

県支出金 その他特定財源
一般財源等

Ａ

１　総合福祉（各分野であん分） 405,809 1,384 674 403,751 0 403,751

405,809 1,384 674 403,751 0 403,751

２　医療 2,037,327 510,614 500 1,526,213 0 1,526,213

2,037,327 510,614 500 1,526,213 0 1,526,213

３　介護・高齢者福祉 309,093 0 13,141 295,952 0 295,952

309,093 0 13,141 295,952 0 295,952

４　子ども・子育て 358,280 15,265 16,318 326,697 0 326,697

358,280 15,265 16,318 326,697 0 326,697

５　障害者福祉 32,453 159 13,954 18,340 0 18,340

32,453 159 13,954 18,340 0 18,340

６　就労促進 50 0 0 50 0 50

50 0 0 50 0 50

７　貧困・格差対策等 7,123 0 146 6,977 0 6,977

7,123 0 146 6,977 0 6,977

3,150,135 527,422 44,733 2,577,980 0 2,577,980

3,150,135 527,422 44,733 2,577,980 0 2,577,980

2,284,933 523,945 16,297 1,744,691 0 1,744,691

392,345 1,173 26,376 364,796 0 364,796

2,677,278 525,118 42,673 2,109,487 0 2,109,487

国庫補助事業分の内訳

国庫支出金 県支出金 その他特定財源 一般財源等

2,493,263 1,183,515 556,757 95,194 657,797

0

7,181 3,243 1,277 0 2,661

1,178,440 83,593 41,796 0 1,053,051

0

490 190 190 0 110

27,718 19,305 5,925 0 2,488

9,936 4,339 538 0 5,059

6,197 1,962 981 806 2,448

288,155 100,305 0 0 187,850

885,876 650,175 1,756 233,945

7,177 2,241 2,242 0 2,694

1,940,687 969,079 475,097 555 495,956

11,707 1,495 1,496 0 8,716

1,042,325 52,092 26,046 0 964,187

53 26 0 9 18

1,003,790 695,711 154,202 0 153,877

312,093 110,071 100,761 101,261

9,215,088 3,877,342 1,369,064 96,564 3,872,118

6,655,115 2,591,465 904,934 96,000 3,062,716

※　この表は、県に報告している「社会保障施策に要する経費に関する調査」を基に作成しています。

地域子ども・子育て支援事業費

合計　（社会保障施策に要する経費）

うち　社会保障4経費

地方単独事業

4経費＋則った範囲

2,109,487

国庫補助事業

4経費

3,062,716

社会福祉諸費

障害保健福祉費

高齢者日常生活支援等推進費

介護保険制度運営推進費

子ども・子育て支援対策費

児童手当等交付金

地域保健対策費

保育対策費

児童虐待等防止対策費

母子保健衛生対策費

母子家庭等対策費

項　　　目

生活保護等対策費

決算額

子ども・子育て支援推進費

業務取扱費

感染症対策費

医療保険給付諸費

健康増進対策費

うち　社会保障施策に要する経費

　　合　　計

うち　社会保障施策に要する経費

　うち　社会保障4経費

　うち　「則った範囲」として追加する経費

　社会保障4経費　＋　「則った範囲」として追加する経費

うち　社会保障施策に要する経費

うち　社会保障施策に要する経費

うち　社会保障施策に要する経費

うち　社会保障施策に要する経費

うち　社会保障施策に要する経費

うち　社会保障施策に要する経費

社会保障の安定財源の確保等を目的として、平成26年4月1日に消費税率が5％から8％（うち地方消費税率は100
分の25から63分の17）、令和元年10月1日に10％（うち地方消費税率は78分の22）へと引き上げられました。

この引上げに伴う増収分は、その使途を明確化し、年金・医療・介護・子育てといった社会保障４経費や、その他社
会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

本市では、令和3年度決算における地方消費税引き上げ分の収入8億5,407万円を社会保障施策に要する経費66億
2,634万円の財源としています。

共済負担金
4経費＋則っ

た範囲
合計

社会保障施策に要する経費

項　　目 決算額
Ａのうち事務
職員人件費

Ｂ
Ａ-Ｂ
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令和3年度　健全化判断比率・資金不足比率

【健全化判断比率】 （単位：％）

指　標　名 玉名市（R3年度） 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 － 12.57 20.00

②連結実質赤字比率 － 17.57 30.00

③実質公債費比率 8.9 25.0 35.0

④将来負担比率 10.5 350.0

【資金不足比率】 （単位：％）

特別会計の名称 玉名市（R3年度） 経営健全化基準

浄化槽整備事業特別会計 － 20.00

水道事業会計 － 20.00

公共下水道事業会計 － 20.00

農業集落排水事業会計 － 20.00

③実質公債費比率
　一般会計等の公債費(借金の返済額)だけでなく、特別会計や公営企業会計の公債費に充てるため
の繰出金や有明広域行政事務組合、玉名市玉東町病院設立組合の一部事務組合等に係る公債費に
対する負担金なども含めた実質的な公債費の額の大きさを指標化したもので、資金繰りの危険度を示
します。

④将来負担比率
　市の全会計に、一部事務組合、地方公社や第三セクターを含めた地方債、債務負担行為など現時点
での残高の程度を指標化したもので、将来の財政運営を圧迫する可能性の高さを示します。

※資金不足が生じていない会計については「－」で表示しています。

資金不足比率：公営事業の資金不足を、事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状
況の深刻度を示します。

　地方公共団体の財政破たんを未然に防ぐとともに、悪化した団体に対して早期に健全化を促すた
め、平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され、地方公共団体は、毎
年度決算に基づく実質的な赤字や公社・第三セクター等を含めた実質的な将来負担等による指標（健
全化判断比率及び資金不足比率）を算定し、公表することが義務付けられました。
　玉名市の現状においては、健全化判断比率、資金不足比率とも、早期健全化基準、経営健全化基準
を下回り、健全な状態であります。

※①②については、実質赤字額及び連結実質赤字額がないため「－」で表示しています。

①実質赤字比率
　一般会計等の赤字の程度を指標化したもので、財政運営の深刻度を示します。

②連結実質赤字比率
　一般会計等だけではなく、国民健康保険事業などの特別会計や水道事業などの公営企業会計を含
めた全会計の収支を合算のうえ、市全体の赤字の程度を指標化したもので、財政運営の深刻度を示し
ます。
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令和3年度　その他の財政分析指標 （単位：千円、％）

区          分 H30年度

伸び率 伸び率 伸び率

17,720,917 17,851,844 0.7 18,096,356 1.4 18,534,268 2.4

0.44 0.44 0.00 0.45 0.01 0.44 △ 0.01

96.4 99.7 3.3 99.0 △ 0.7 95.7 △ 3.3

8.1 8.1 0.0 8.5 0.4 8.9 0.4

R1年度 R2年度 R3年度

標 準 財 政 規 模

財 政 力 指 数

経 常 収 支 比 率

注2）基準財政需要額・・普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体が合理的、かつ、妥当な水準で
行政を行うための財政需要のうち、一般財源で賄うべき額を一定の方法で算定したものである。

実 質 公 債 費 比 率
( 再 掲 ）

【標準財政規模】・・・地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源の総量（規模）で
す。

【財政力指数】・・・基準財政収入額（注1）を基準財政需要額（注2）で除して得た数値の過去3ヵ年の平均値
で示す指数であり、1に近いほど財源に余裕があり、財政基盤が強いとされています。

【経常収支比率】・・・財政構造の弾力性を判断する指標であり、比率が低いほど弾力性が大きいことを示
します。すなわち、人件費・扶助費・公債費等の経常的経費に地方税・普通交付税等を中心とする経常的
一般財源がどの程度充当されているかを示す比率です。この比率が高いほど財政構造の弾力性が失わ
れつつあるといわれています。

【実質公債費比率】・・・平成17年度決算から取り入れられた自治体の財政健全度を示す新たな指標です。
借入金の返済に充てる経費の割合を表したもので、公営企業会計も含めた市全体の借入金返済に充てる
経費の割合を示した指標です。この指標（3ヵ年平均）が18％以上になると地方債の発行について許可が
必要になり、25％以上になると一部の地方債の発行が制限されることとなります。

注1）基準財政収入額・・普通交付税の算定に用いるもので、地方公共団体の財政力を合理的に測定する
ために、標準的な状態で見込まれる税収入を一定の方法で算定したものである。（収入実績ではなく、客
観的なあるべき一般財源収入額としての性格を有する。）
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令和４年度　上半期の予算執行状況 令和4年9月30日現在

　令和４年度の各会計の上半期執行状況は、次のとおりです。
（単位：百万円）

歳入済額 執行率 歳出済額 執行率

32,437 2,699 35,136 15,107 43.0% 11,774 33.5%

8,800 8,800 4,283 48.7% 3,436 39.0%

1,216 1,216 319 26.2% 226 18.6%

7,831 25 7,856 3,473 44.2% 3,242 41.3%

42 42 9 20.8% 17 40.9%

17,889 25 17,915 8,084 45.1% 6,922 38.6%

50,326 2,724 53,051 23,191 43.7% 18,696 35.2%

会計 当初予算 補正予算 予算現額 執行状況 執行率

収入 842 842 354 42.0%

支出 793 2 795 284 35.7%

収入 425 425

支出 833 833 651 78.1%

収入 1,569 1,569 534 34.0%

支出 1,548 △12 1,536 335 21.8%

収入 573 573 9 1.6%

支出 1,125 1,125 413 36.7%

収入 399 399 142 35.6%

支出 399 △1 398 135 33.9%

収入 215 215 35 16.2%

支出 323 323 203 62.7%

資本的収支

公共下水道事業

収益的収支

資本的収支

一般会計

後 期 高 齢 者 医 療

歳出
区分 当初予算 補正予算 予算現額

歳入

【当初予算】とは、一会計年度を通じて定められる基本的予算のことで、その編成時点における事実、見
通しを基礎として見積もられ、年度開始前に議会に提案し、議会の議決により成立します。
　
【補正予算】とは、年度中途における事情の変化により経費の不足を生ずるような事態が発生した場合
に、当初予算に「追加」または「変更」を加えるために提出する予算で、上の表では、9月までの議会により
成立した額となります。

水道事業

計

浄 化 槽 整 備 事 業

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

総　計

区分

農業集落排水事業

収益的収支

資本的収支

企
業
会
計

収益的収支
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令和４年度　一般会計上半期執行状況
令和4年9月30日現在

分担金、負担金、

使用料、手数料

諸収入、繰越金

財産収入、寄附金

地方譲与税等

繰入金

県支出金

国庫支出金

市債

市税

地方交付税

予算額

執行額

20億 40億 60億 80億 100億

歳入 執行額

4億9,190万円

31億9,004万円

67億2,730万円

19億2,240万円

30億1,077万円

95億円

69億9,942万円

12億3,576万円

20億5,850万円

66億1,721万円

36億6,400万円

9億8,591万円

234万円

10億3,084万

23億3,808万円

1億9,312万円

351億3,610万円予算総額

151億749万円 執行率 43.0%

2億7,601万円

諸支出金、予備

費

災害復旧費

議会費

商工費

消防費

2億 4億 6億 8億 10億

14億6,047万円

5億1,086万円

8億3,880万円

2億3,036万円

2億4,087万円

1億1,912万円

6,240万円

1,008万円

1,886万円

教育費

衛生費

農林水産業費

土木費

公債費

総務費

民生費

歳出 執行額 執行率 33.5%

6億1,520万円

歳出 117億7,442万円

139億2,483万円

37億3,247万円

39億8,960万円

23億8,320万円

25億5,320万円

32億6,173万円

26億6,968万円

44億7,911万円

11億7,737万円

18億5,697万円

6億4,668万円

11億855万円

10億2,011万円

20億 40億 60億 80億 100億 120億
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令和４年度　税負担及び上半期収納状況 令和4年9月30日現在

（単位：百万円）

予算額

1人当たり負担額
(単位：円)

1世帯当たり負担
額

(単位：円)

個人 2,506 39,045 88,481 2,667 1,378 51.7% 51.7%

法人 434 - - 194 194 100.5% 101.0%

2,983 46,486 105,343 3,480 1,492 42.9% 43.6%

262 4,084 9,255 281 259 92.0% 91.6%

384 5,984 13,560 231 231 100.0% 100.0%

9 137 311 3 4 122.0% 96.6%

150 2,330 5,279 165 104 62.9% 62.8%

6,727 98,066 222,228 7,021 3,662 52.2% 53.0%

固定資産税

調定額 収納済額 収納率 (参考)令和3年度
9月末時点収納率

市税合計

市民税

軽自動車税

たばこ税

入湯税

都市計画税
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令和４年度　市債現在高・基金現在高
○令和4年9月30日現在の借金残高は・・・
　令和２年度の各会計の上半期執行状況は、次のとおりです。

###

○令和4年9月30日現在の預金残高は・・・

○基金現在高

令和4年度　市有財産の状況 （令和4年9月30日現在）

地積及び延床面積（㎡） 地積及び延床面積（㎡）
市庁舎 16,704 5,513
公営住宅 76,133 山林 376,679
公園 4,481 山林以外の土地 198,903
その他の施設 76,625 小 計 575,582
学校 111,442 4,391,261

小 計 285,385

市庁舎 51,678 ○一時借入金現在高
消防施設 2,955 現在高
山林 1,903,311
公営住宅 220,432
公園 639,479
その他の施設 469,092
学校 528,732

小 計 3,815,679
0円

建  物

土
地

土地総計（行政＋普通財産）

特別会計

　財産は常に良好な状態で管理し、その目的に応じて最も効率的な運用に努めています。
　令和4年9月30日現在の市有財産（一般会計）を用途別に分類すると、有価証券は7,723万円で、出捐金
は7,054万円です。　また、行政財産は次のとおりです。

区分

区　　　分

一般会計 0円

区　　　分

行
政
財
産

建
物

土
地

普
通
財
産

0円

企業会計

一般会計財政調整基金

5,187 

市有施設整備基金 709 

社会福祉振興基金 493 

減債基金 803 

教育振興基金 101 

教育振興特別基金 2 

ふるさと・水と土保全基金

41 

文化振興整備基金 55 

奨学基金 109

人材育成基金 107

介護給付費準備基金 443 

地域振興基金 351 

九州新幹線渇水等被害対

策基金 567 

森林環境譲与税基金 10 

学校教育施設整備基金

49 

新型コロナ対策利子補給

金基金 50 

その他 1,886 

基金現在高 単位：百万円

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般会計 31,213

浄化槽整備事業

90

水道事業

3,730

公共下水道事業

6,942

農業集落排水事業

2,029

市債現在高
単位：百万円440億4百万円

(うち臨時財政対策債 9,955 )

90億7千8百万円
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